
2001年度日本オペレーションズ・リサーチ学会  

春季研究発表会  

1－B－4  

郵便局施設配置の改善に関する数理計画モデル分析  
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持面積と人口密度の間には反比例の関係が存在し、か  

なりの数の市町村が、受持人口。面積とも低い部分に  

集中しており、郵便局を統合する余地のあることがわ  

かる。また、受持面積が広いエリアで受持昼間人口が  

全国平均の2倍を上回っている市町村もあり、ここは  

郵便局数を増やす余地のある地域であることがわかる。   

全国市町村における郵便局施設配置の現状   

平均から外れて受持面積が狭く、かつ受持人口も少  

ない地域を下位タイルと呼び、局施設統合対象地域に、  

対極にある上位タイルを局施設設置対象地域として選  

定する。受持人口、受持可住地面積及び受持面積につ  

いてそれぞれ偏差値分布を示し、上位タイルについて  

は上位20％、下位タイルについては下位30％を対象と  

して選定する。  

下位罰％タイル分析（統合対象地城）   

対象市町村は全体で72市町村であるが、約38．9％を  

九州が、20．8％を中国が占めるなど、地域による片寄  

りがある。対象地域内の郵便局の平均受持人口は1，230  

人、平均受持面積が6．97kI正平均受持可住地面積が  

3．20k汀デとなっている。  

上位劫％タイル分析（増設対象地嚇   

対象市町村は全体で146市町村となっており、亜．5％  

を関東が、15．1％を東北が占め、設置対象地域の局分  

布とはかなり異なっている。関東管内を県別にみると、  

茨城県16、埼玉県13、群馬県12、栃木県11、千葉県  

9、山梨県1と、管内における格差も発生している。  

対象地域内郵便局の平均受持人口は8，137人、平均受  

持面積が26．04k汀ぎ、平均受持可住地面積が15．39k一正  

となっている。   

郵便局施設配置の改善に関する最適化モデル  

最適設匪紛合決定モデルの構造   

郵便局施設に関する受持人口・受持面積の改善量を  

一定量以上に保持するという条件下で、どのように設  

置あるいは統合すれば、増設により利益を受ける利用  

者数が最大に、統合により不利益を受ける利用者数が  

最小になるかを定量的に分析するモデ′レを構築した。  

次の集合を定義する。   

郵便局施設設置対象市町村の集合＝′＝（1，2，‥・，146）   

郵便局施設統合対象市町村の集合‥ノ＝（1，2，‥・，72）   
郵政局管内の集合：∬±（1，2，・‥，12）  

研究の目的と背景   

郵便局施設の配置については、公共施設として利用  

者への公平性に配慮する必要がある一方、事業の運営  

上、効率性についても考慮する必要がある。現状の郵便  

局配置を元にして各種の分析を実施し、局施設を配  

置・統合する改善効果の高い市町村を抽出するととも  

に、シミュレーションを実施して、郵便局施設の配置  

に対する基準を探るのが本研究の目的である。  

郵便局施設配置の現状比較   

施設配置の現状について、郵便局1局当たりの受持  

人口・受持面積を指標として比較・分析を実施する。  

都道府県別格差比較   

全国平均の受持面積は15．1kIポ、受持人口は5，099  

人となるものの、受持面積については平均値が最大  

50．7k汀ぞ、最小1．5krdと最大34倍の格差が生じている。  

受持人口については、平均8，000人以上が首都圏に3  

県ある一方、2，000人台と少ない県もあり、最大5倍の  

格差が発生している。   

次に、市町村単位に、郵政事業において使用してい  

る郵政局管内別に、いわゆるジニ係数を用いて格差を  

検討する。受臥口では、東京郵政局管内が0．26と非  

常に格差が小さい他は、東北郵政局管内の0．30から中  

国郵政局管内の0．38と郵政局間での格差は小さい。受  

持面積では、東京郵政局管内が0．76と格差が大きく、  

他の管内についても0．39から0．57までと、受持人口  

と比較すると管内での格差が広がると共に、郵政局間  

での格差も広くなっている。  

市町村人口階級別格差比較   

現状設置に関して、全国市町村を人口規模により7  

段階に分けた都市人口階級別に比較する。受持面積に  

ついては、最小の50万人以上の2．6kI正と最大の1万  

人未満の41．亜ポでは、15．9倍の格差がある。受持人  

口については、最大の50万人以上の9，261人と最小の  

1万人未満の2，186人では、4．2倍の格差がある。ジニ  

係数の考え方で階級内の比較を実施すると、受持人口  

では、30～50万人階級の0．13から1万人未満の0．36  

と総じて格差が低い結果となった。受持面積では、1  

万人未満階級の0．50から、10～30万人階級の0．37と  
人口に比べ格差が大きい結果となった。  

受持昼間人口密度による現状格差比較   

連続的な指標である人口密度を使用してみると、受  
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この集合を基に、以下のようなデータが与えられているとする。  

叫：局施設設置対象市町村ノの現郵便局施設数、J∈′  

叫：局施設統合対象市町村ノの現郵便局施設数、ノ∈ノ  

ア′：局施設設置対象市町村ノの人口、Jど′  

ろ：局施設統合対象市町村ノの人口、ノ∈ノ  

q∴局施設設置対象市町村ノの（可住地）■面積、ノ∈′  

q：局施設統合対象市町村ノの面積、ノ∈ノ  

皿：局施設設置数  

刀：局施設統合数  

凡：郵政局管内Aにおける設置統合数上限数、・五∈∬  

5慮：郵政局管内Aに含まれる設置、統合対象市町村の集合、  
丘∈」町  

ぞⅣ：局施設設置対象市町村の平均受持人口上限値  

雪y：局施設統合対象市町村の平均受持人口下限値  

q′：局施設設置対象市町村の平均受持面積上限値  

設設置対象市町村における郵便局施設1局当たり人口  

及び面積の平均値が与えられた上限値以下であること  

を表す。局施設統合対象市町村における郵便局施設に  

関する平均受持人口及び受持面積下限制約迫）は、任意  

の局施設統合対象市町村における郵便局施設1局当た  

り人口及び面積の平均値が与えられた下限値以上であ  

ることを表す。局施設設置総数制約揖）は、郵便局施設  

設置総数が与えられた一定値皿に等しいことを表す。  

局施設統合総数制約緑）は、郵便局施設統合総数が与え  

られた⊥定値刀に等しいことを表す。郵政局管内別設  

置統合対象市町村数の上限制約Ⅴ）は、各郵政局管内別  

の設置統合対象市町ヰ寸数の上限値を与えるものである。  

③、・目的関数 

W＝右勒－・ノ邑伽→肋血～zβ   

上記の目的関数は、郵便局施設の設置により、利益  

を受ける利用者数が最大に、統合により不利益を受け  

る利用者数が最小になることを表す。  

qy：局施設統合対象市町村の平均受持面積下限値  

全整数計画法を用いて、最適施設配置決定問題を定式イ銅－る  

① 決定変数   

ろ：局施設設置対象市町村パこ郵便局施設を設置すべきか否  

かを決定する0－1型整数変数、ろ∈（OJL ノ∈′  

数値結果と分析   

次のような最適配置解の野性を得ることができた。  

① どのようなケースでも最適解として含まれる市町  

キ寸解が増設対象24市町村中8田川寸、統合対象21市町  

村中9町村存在しており、特定の市町村が最適解とし  

て固定している傾向がある。  

② 統合対象市町ヰ寸数月に対して完全に、増設対象市  
町村数瓜に対して部分的に、最適解は埋込特性  

（e血eddingproperty）を有する。  

③ 最適解に含まれる市町村として、増設対象は首都  

圏・関東地方が多い。統合対象に対しては、中国以西、  

特に九州にやや偏在している傾向がある。  
④ 郵政管内別設置統合対象市町村数の上限制約Ⅴ）  

は、全てのケースに対して九州が等号となり制約され  

る。関東地方は局施設設置数（皿）が20の場合のみ、  

等号となる。  

まとめと結論   

上位及び下位タイルの選定結果及びシミュレーショ  

ンにより、設置あるいは統合すべき地域が選定され、  

一定の基準を示すことができた。シミュレーションに  

ついては条件を変更することによりいくつかの結果を  

えることが可能であるので、実際の条件に併せ、基準  

を変化させることが可能である。  
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＿ rl：統合対象市町村ノの局施設を統合するとき  
…i－＝・ニー．  

：統合対象市町村ノの局施設を統合しないとき   

② 制約条件  

け 局施設設置対象市町村における郵便局施設に関する平  

均受持人口及び受持面積上限制約   
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h）局施設統合対象市町村における郵便局施設に関する平  

均受持人口及び受持面積下限制約   
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揖）局施設設置総数制約  
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緑）局施設統合総数制約  
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Ⅴ）郵政局管内別設置統合対象市町村数の上限制約  

∑ヱ′ ＋∑叫≦ 凡  上∈K  
ね・Ⅵ＝ ノ∈膿  

局施設設置対象市町村における郵便局施設に関する  

平均受持人口及び受持面積上限制約i）は、任意の局施  
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